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１．地域金融機関を取り巻く事業環境 ～北海道の産業構造等～

◆ 北海道における人口、労働力人口、総生産の全国シェアは４％程度で８位

◆ 農業生産額、海面漁業等生産額は全国トップで、製造業のシェアは低いが、建設業は高い状況

◆ 道内でも急速な人口減少と少子高齢化に直面、所謂「消滅可能性都市」とされる自治体の割合は全国を上回る

③ 北海道の人口推移と将来推計

② 北海道の産業構造（産業別従業者数）

① 北海道の主要経済指標

④ 北海道内の20～39歳女性人口の将来推計（日本創生会議）

◆ 広大で豊かな自然環境を背景に、第一次産業が優位 ◆ 人口減少・少子高齢化が急速に進行

◆ 製造業の占める割合が低く、農林漁業､建設業は高い状況 ◆ 所謂「消滅可能性都市」の割合は､全国と比較して高い状況

出所： 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」

農林
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製造業
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建設業
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第二次産業
21.9%

卸売･小売業
21.3％

出所： 日本創生会議「全国市区町村別２０～３９歳女性の将来推計人口」
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20～39歳の女性人口が50％以上減少

うち人口が1万人を切る

市区
町村数 割 合 市区

町村数 割 合

全国 896 50% 523 29%

北海道 147 78% 116 62%

人口移動が収束しない場合の
２０４０年の２０～３９歳女性人口

■ ５０％以上減少、人口が１万人未満

■ ５０％以上減少、人口が１万人以上

全国1,800自治体（1,799市区町村＋福島県）、道内188市区町村

出所： 総務省「平成24年経済センサス」
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函館市 ◆ 住民基本台帳人口：27万2千人
(H26.8／道内3位)

◆ 世帯数：14万3千世帯（同上)
◆ 事業所数：14千事業所（H24.2）

◆ 第三次産業従事者が８割を超え、第二次産業では、全国
や北海道と比べ、食料品製造業のシェアが高い状況

万人
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出所： 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」
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水産加工業 Ａ社
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◆ 主要商品： 北海道で漁獲された魚介類を

加工した各種惣菜、つまみなど

◆ 資本金： 20百万円

◆ 従業員数： 約200名

◆ 主要商品： いか塩辛、生鮮珍味など

✔ 水産加工業は機械化が

進めにくく、人材の確保が

最大の経営課題

✔ 原材料価格が高騰する

中､作業の合理化や小売

への値上げ要請も課題

経営課題

✔ 海外からの研修生受入

も含め、必要な人材確保

に注力

✔ 低価格商品の開発等、

自社商品の多様化で対応

対応状況

✔ 賃金単価の高い他業種

に人手をとられ、人材不足

を解消できていない

✔ 燃料費の高止まりや､電

気料金の再値上げへの対

応が必要

経営課題

✔ 海外研修生の継続的な

引受と併行して､受入国の

見直しを検討

✔ 燃料費高騰分の小売価

格への転嫁､新商品の開

発などで売上を補完

対応状況

２

企業の抱える経営課題等

企業の抱える経営課題等

２．道内主要都市の産業構造、中核企業が抱える課題等 ～地方中枢拠点都市・函館市の例～



医療法人 Ｃ
◆ 職員数： 約770名

◆ 診療科目： 精神科・内科・ペインクリニック内科

◆ 資本金： 18百万円

◆ 従業員数： 約160名

◆ 主な事業： タクシー・貸切バス事業､介護事業等

✔ 人口減少や地域医療の

衰退を背景に､地元のみな

らず､より広域的なニーズ

に対応する必要

✔ 介護士など､医療現場に

おける人手不足

✔ 自治体と連携した医療

ネットワークの構築

✔ 介護資格の取得を目的

とした奨学金制度の創設

や、職員に対する処遇面

の更なる向上

経営課題 対応状況

✔ 介護分野で､ヘルパー等

の人材が不足し､新たな設

備投資も検討段階

✔ 安定した経営を確保す

るため､職員の資質向上や

スキルアップが不可欠

経営課題

✔ 地元高校生をｲﾝﾀｰﾝｼｯ

ﾌﾟとして受け入れ､介護分

野の人材確保･育成に注力

✔ タクシー乗務員にも介護

知識を習得させ､訪問介護

業務をサポート

３

対応状況

旭川市 ◆ 住民基本台帳人口：34万7千人
(H26.8／道内2位)

◆ 世帯数：17万6千世帯（同上)
◆ 事業所数：15千事業所（H24.2）
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出所： 総務省「国勢調査」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計」
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２．道内主要都市の産業構造、中核企業が抱える課題等 ～地方中枢拠点都市・旭川市の例～

産業別従業者割合

◆ 第三次産業従事者が８割を超え、この中でも、全国や北
海道と比べ、特に医療・福祉のシェアが高い状況



３．地域金融機関に求められる役割の発揮状況やビジネスモデルの構築に向けた取組状況

◆ 道内利用者による地域密着型金融に関する全体評価は､積極評価が６割台。一方､目利き能力に関する積極評価は３割

◆ ライフステージ毎の評価をみると、創業・新規事業や成長段階における支援は、積極評価が６割以上。一方、事業再生支

援に関する積極評価は２割台、事業承継については３割の状況

地域金融機関の取組みに関する利用者等の評価
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◎ 地域金融機関は、中心市街地活性化などの取組みに従来よりも積極的
に参画している。経営支援に係る会議で顔を合わせる機会も増えており、積
極性を感じる

▲ 地域金融機関は、中小企業に経営改善計画の策定を求めてくるもの
の、計画が未達となった際、練り直しに向けた具体的なアドバイスが不足し
ていると感じる

◎ 創業支援や新規事業支援では、各金融機関が本部に設置している専担
部署が効果を上げている

◎ 地元経済団体が主催する事業承継に関するセミナーの講演を地域金融
機関に引き受けて頂き、積極的な姿勢を感じる

◎ 地域金融機関から、販売先の紹介や、自社株評価のコンサルティングを
行って頂いた点について評価している

▲ 地域密着型金融に関する周知が不足しており、どういった取組みを行って
いるか、一般の人の目線に入ってこない

▲ 多くの地域金融機関では人的余力に乏しく、日常業務に追われている感
が強い。それ故に、戦略的な見地からの人材育成が必要

※ ２６年５月に実施した『地域密着型金融に関する利用者アンケート』の道内集計結果。対象は道内経済団体、支援機関、民間企業等、計２０先

４

リレバンに関する全体評価 目利き能力に関する評価 企業のライフステージ毎の支援に関する評価

◎ 中小企業の海外進出支援など、トップライン支援に関するメニューの多様
化を高く評価している

▲ 担当者が転勤などで変更となった場合に、会社の概要を一から説明しなけ
ればならず、信頼関係の構築に時間がかかる
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３．地域金融機関に求められる役割の発揮状況やビジネスモデルの構築に向けた取組状況

① 道内地域金融機関の取組状況

地銀と旅行代理店との連携による
トップライン支援と地域振興支援

地域の信金が連携した
食のイベント「駅マルシェ」の開催

信金の“つなぐ力”を発揮した
動物病院の廃業・創業支援

② 道内地域金融機関における今後の課題

５

創業
希望者

M&A･創業支援コンサル

廃業支援
創業支援
資金支援

事業売却 事業買収

Ａ社
経営者

連 携

✔ 動物病院を営み､財務内容が悪化したA社において、

経営者の健康問題等、事業継続に関わる問題が発生

✔ 当金庫は、あらゆる選択肢から廃業支援を提案。外部

専門機関と連携して創業希望者を詮索し、事業承継に

成功。新たな事業性資金にも応需

✔ 地域の利用者や仕入先へ迷惑をかけることもなく、従

業員の雇用も確保

北門信用金庫（滝川市）旭川信用金庫（旭川市）

✔ 旭川市最大の食のイベント「食べマルシェ」とコラボし、

JR旭川駅を会場とした「駅マルシェ」を開催。

✔ 旭川信金が､市内に店舗を構える6信金に声をかけ、

取引先約60先が屋台を展開、自社商品を販売・ｱﾋﾟｰﾙ

✔ イベント開催と併せ、旭川信金、行政機関、信金中金が

連携して各地からバイヤーを招聘し､個別商談会を開催

事例１

✔ 北海道の基幹産業である｢食｣と｢観光｣に焦点をあて

た地域振興等を目的として、当行と大手旅行代理店が

連携協定を締結

✔ 当行が取引先等から収集した観光情報等を旅行代理

店に提供し、現地視察やモニターツアーを実施

✔ ツアー参加者のアンケート結果を分析・検討し、旅行商

品化に向けた支援や、情報発信フォーラムを開催
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◆ 北海道の主要産業に位置付けられる 「食」や「観光」の分野におけるトップ

ライン支援が課題であるが、徐々に浸透しつつある

◆ 一方、地方で急速に進行する人口減少や少子高齢化を受け、事業再生や

事業承継に関する支援も重要な課題

◆ これらの課題に対し、関係機関による各種ネットワークや外部専門機関を

活用して、地域の産業・企業の成長を支えながら金融機関自らも成長・発

展していくという『好循環』の取組みに増々力を入れていくことが重要
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